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貸 借 対 照 表 
(平成２５年３月３１日現在)        （単位：千円) 

資 産 の 部 負 債 の 部 
科     目 金   額 科     目 金   額 

流 動 資 産 19,097,689 流 動 負 債 10,053,809 

現 金 預 金 1,990,134 支 払 手 形 402,639 

受 取 手 形 92,361 工 事 未 払 金 5,020,487 

完成工事未収入金 15,825,308 短 期 借 入 金 2,290,568 

未 成 工 事 支 出 金 494,362 リ ー ス 債 務 8,393 

材 料 貯 蔵 品 57,723 未 払 金 575,771 

未 収 入 金 49,382 未 払 法 人 税 等  403,199 

未 収 還 付 法 人 税 111,703 未 払 消 費 税 等  199,517 

繰 延 税 金 資 産  396,731 未 成 工 事 受 入 金 36,567 

そ の 他 79,980 預 り 金 181,490 

  賞 与 引 当 金 898,088 

固 定 資 産 5,378,348 工 事 損 失 引 当 金 28,586 

有 形 固 定 資 産  3,105,334 災 害 補 償 引 当 金 8,500 

建 物 1,484,892   

構 築 物 72,504 固 定 負 債 2,565,190 

機 械 装 置 96,310 長 期 借 入 金 703,920 

車 輌 運 搬 具 15,019 リ ー ス 債 務 15,177 

工 具 器 具 ・ 備 品 63,146 退 職 給 付 引 当 金 1,753,215 

土 地 1,348,134 役員退職慰労引当金 38,610 

リ ー ス 資 産 23,570 環 境 対 策 引 当 金 6,490 

建 設 仮 勘 定 1,754 資 産 除 去 債 務  47,043 

  そ の 他 734 

    

無 形 固 定 資 産  125,338 負 債 合 計 12,619,000 

ソ フ ト ウ ェ ア  125,199 純 資 産 の 部 

そ の 他 139 株 主 資 本 11,895,044 

  資 本 金 472,000 

  資 本 剰 余 金 94,978 

投資その他の資産 2,147,675 資 本 準 備 金  94,978 

投 資 有 価 証 券  326,347 利 益 剰 余 金 11,328,065 

関 係 会 社 株 式  843,662 利 益 準 備 金  94,255 

出 資 金 1,300 その他利益剰余金 11,233,809 

長 期 貸 付 金 122,888 別 途 積 立 金  1,750,000 

繰 延 税 金 資 産  683,375 繰越利益剰余金 9,483,809 

そ の 他 182,181 評価・換算差額等 △38,006 

貸 倒 引 当 金 △12,080 その他有価証券評価差額金 △38,006 

  純 資 産 合 計 11,857,037 

資 産 合 計 24,476,038 負 債・純資産合計 24,476,038 
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個 別 注 記 表 
I. 重要な会計方針 

１. 資産の評価基準及び評価方法  

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法 

満期保有目的の債券  償却原価法（定額法） 
 

子会社株式及び関係会社株式  

市場価格のあるもの 期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

市場価格のないもの 移動平均法による原価法         

その他有価証券 

 市場価格のあるもの 期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

市場価格のないもの 移動平均法による原価法   

 

(2) デリバティブ      時価法によっております。 

 

(3) 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

未成工事支出金    個別法による原価法 

材料貯蔵品      先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価

切下げの方法により算定） 

 

２. 固定資産の減価償却方法 

(1) 有形固定資産     定率法〔但し、平成１０年４月１日以降取得の建物（建物付属設備を

除く）については定額法〕によっております。 

 

(2) 無形固定資産         定額法によっております。なお、自社利用のソフトウェアについては、

社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法で償却しております。 

 

(3) リース資産      所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用してお

ります。なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リー

ス取引開始日が平成２０年３月３１日以前のリース取引については、

通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。 

 

（会計方針の変更） 

法人税法の改正に伴い、当事業年度より、平成２４年７月１日以降に取得した有形固定資産につい

て、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。 

なお、これによる損益に与える影響は、軽微であります。 

 

３. 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金      営業債権及び貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については

貸倒実績に基づいた実績率により、また、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上してお

ります。 

 

(2) 賞与引当金      従業員の賞与支給に備えるため、次回賞与支給見込額の当事業年度対

応分を計上しております。 

 

(3) 工事損失引当金    受注工事の損失発生に備えるため、当期末手持ち工事のうち、損失の

（リース資産を除く） 

 

（リース資産を除く） 
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発生が見込まれ、かつ金額を合理的に見積もることができる工事につ

いて、損失見積額を計上しております。 

(4) 災害補償引当金    過去に発生した工事災害による将来の損失補償について、当事業年度

末における支払見込額を計上しております。 

(5) 退職給付引当金    従業員（執行役員含む）の退職給付に備えるため、当期末における退

職給付債務の見込額を計上しております。 

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残余勤務期間以内の

一定の年数（１５年）による定額法により按分した額を、それぞれ発

生した翌期から費用処理することとしております。 

 

(6) 役員退職慰労引当金  役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額に

基づき計上しております。 

 

(7) 環境対策引当金    有害物質（ポリ塩化ビフェニル等）の廃棄に係る将来の支出に備える

ため、処理見込額を計上しております。 

 

４. 収益及び費用の計上基準  

当事業年度末までの進捗部分については成果の確実性が認められる工事については工事進行基

準（工事の進捗度の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準を適用してお

ります。 

なお、工事進行基準による完成工事高は、１６,３１３,０２３千円であります。 

５. 重要なヘッジ会計の方法 

(1) ヘッジ会計の方法   繰延ヘッジ処理によっております。 

 

(2) ヘッジ手段と対象 

① ヘッジ手段：為替予約 

② ヘッジ対象：外貨建金銭債務 

 

(3) ヘッジ方針      デリバティブの取引に関しては、社内管理規程に基づき実施しており

ます。外貨建金銭債務に関わる将来の為替変動リスクを減少させるた

め、将来の実需を勘案して必要な範囲で為替変動リスクをヘッジして

おります。なお、売買益を目的とした投機的な取引は一切行わない方

針としております。 

６. 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

７. 決算日の変更に関する事項 

当事業年度より、決算日を従来の６月３０日から、３月３１日へ変更いたしました。 

この変更に伴い、当事業年度は平２４年７月１日から平成２５年３月３１日の 9 ヶ月決算となっ

ております。 
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II. 貸借対照表に関する注記 

１. 担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産 

  建 物                         ９７６，７８２千円 

土 地                         ９８３，１１５千円 

上記に対応する債務 

短期借入金                      ２，２９０，５６８千円 

長期借入金                        ７０３，９２０千円 

 

２. 有形固定資産の減価償却累計額                            ３，７３８，２０５千円 

 

 

３. 保証債務 

 株式会社スガテックマネジメントの銀行借入に対する債務保証  ２１９，１００千円 

 

４. 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

  短期金銭債権                     ９，０７５，９１８千円 

  長期金銭債権                       １１７，５２８千円 

  短期金銭債務                     ２，３４１，５１９千円 

 

５. 損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事支出金と工事損失引当金は、相殺せずに両建てで表

示しております。損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事支出金のうち、工事損失引当金に

対応する額は３，５６３千円であります。 

 

III. 税効果会計に関する注記 

１. 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

賞与引当金                        ３４１，２７３千円 

工事損失引当金                       １０，８６２千円 

減価償却費                        １４７，２３０千円 

退職給付引当金                      ６３４，５６６千円 

土地評価損                        １５６，７２０千円 

未払事業税                         ３２，９２９千円 

その他有価証券評価差額金                  ２３，２９４千円 

その他                          １４３，０４５千円 

繰延税金資産小計                   １，４８９，９２３千円 

評価性引当額                      △４０９，８１６千円 

繰延税金資産合計                   １，０８０，１０７千円 
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IV. 関連当事者との取引に関する注記 

１. 主要株主（会社等に限る）等 

（注１）取引条件及び取引条件の決定方針等については、一般取引条件と同様に決定しております。 

（注２）金融機関からの借入につき、債務保証を行っております。 

（注３）取引金額には消費税が含まれておらず、期末残高には消費税が含まれております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

種類 会社等の名称 所在地 
資本金 

(千円) 
事業の内容 

議決権等の 

被所有割合 

関連当事者 

との関係 

主要株主 

株式会社ス

ガテックマ

ネジメント 

東京都 

港区 
215,400 

持株会社の

指導運営及

び債務引受

型決済サー

ビス等 

17.9％ 

・同社より債務引受型決済サー

ビスを受けている 

・同社に債務保証を行っている 

・同社に事務所の一部を転貸し

ている 

取引の内容 
取引金額 

(千円) 
科目 

期末残高 

(千円) 

受取賃貸料 486 未収入金 84 

受取保証料 526 立替金 21 

債務保証（注２） 219,100 未払金 １，１６１ 

会社等の名称 所在地 
資本金 

(千円) 
事業の内容 

議決権等の 

被所有割合 

関連当事者 

との関係 

新日鐵住金

株式会社 

東京都 

千代田区 
419,524,979 

鉄鋼製品 

の製造 

及び販売 

17.4％ 
・同社より、機械設備の設計、

製作、据付及び整備工事を受注

している 

取引の内容 
取引金額 

(千円) 
科目 

期末残高 

(千円) 

売上高 13,552,956 工事未収入金 9,021,548 

雑収入 5,903 未収入金 3,407 

― ― 工事未払金 46 

― ― 未払金 218 

― ― 未成工事受入金 14,301 
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２. 子会社及び関連会社等 

 

 

 

 

種類 会社等の名称 所在地 
資本金 

(千円) 
事業の内容 

議決権等の 

所有割合 

関連当事者 

との関係 

子会社 

株式会社 

インターコ

ープ室蘭 

北海道 

登別市 
50,000 

建設用機

材・資材 

の販売等 

100％ ・建設用機材・資材等の発注 

取引の内容 
取引金額 

(千円) 
科目 

期末残高 

(千円) 

仕入高 228,733 未収入金 2,884 

販売費及び一般管理費 1,214 立替金 88 

受取利息 136 工事未払金 107,507 

受取賃貸料 514 未払金 5,394 

固定資産の購入高 5,563 ― ― 

会社等の名称 所在地 
資本金 

(千円) 
事業の内容 

議決権等の 

所有割合 

関連当事者 

との関係 

株式会社 

インターコ

ープ東京 

東京都 

港区 
50,000 

建設用機

材・資材 

の販売等 

100％ 
・建設用機材・資材等の発注 

・同社に事務所の一部を転貸し

及び賃貸している 

取引の内容 
取引金額 

(千円) 
科目 

期末残高 

(千円) 

仕入高 522,447 未収入金 835 

販売費及び一般管理費 872 工事未払金 339,098 

受取賃貸料 900 未払金 2,280 

固定資産の購入高 3,373 ― ― 

会社等の名称 所在地 
資本金 

(千円) 
事業の内容 

議決権等の 

所有割合 

関連当事者 

との関係 

株式会社 

インターコ

ープ東海 

愛知県 

東海市 
50,000 

建設用機

材・資材 

の販売等 

100％ 
・建設用機材・資材等の発注 

・同社に事務所の一部を賃貸し

ている 

取引の内容 
取引金額 

(千円) 
科目 

期末残高 

(千円) 

仕入高 2,141,140 短期貸付金 33,360 

販売費及び一般管理費 688 未収入金 1,227 

受取利息 1,887 立替金 154 

受取賃貸料 1,800 長期貸付金 63,860 

雑収入 293 工事未払金 1,395,407 

固定資産の購入高 17,175 未払金 7,827 

― ― 預り金 0 
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（注１）資金の貸付については、市場金利を勘案して決定しております。 

（注２）取引条件及び取引条件の決定方針等については、一般取引条件と同様に決定しております。 

（注３）取引金額には消費税が含まれておらず、期末残高には消費税が含まれております。 

種類 会社等の名称 所在地 
資本金 

(千円) 
事業の内容 

議決権等の 

所有割合 

関連当事者 

との関係 

子会社 

株式会社 

インターコ

ープ姫路 

兵庫県 

姫路市 
50,000 

建設用機

材・資材 

の販売等 

100％ ・建設用機材・資材等の発注 

取引の内容 
取引金額 

(千円) 
科目 

期末残高 

(千円) 

仕入高 432,913 未収入金 3,968 

販売費及び一般管理費 689 立替金 56 

受取利息 116 工事未払金 242,516 

固定資産の購入高 1,232 未払金 3,915 

会社等の名称 所在地 
資本金 

(千円) 
事業の内容 

議決権等の 

所有割合 

関連当事者 

との関係 

株式会社 

インターコ

ープ大分 

大分県 

大分市 
50,000 

建設用機

材・資材 

の販売等 

100％ ・建設用機材・資材等の発注 

取引の内容 
取引金額 

(千円) 
科目 

期末残高 

(千円) 

仕入高 336,443 短期貸付金 6,768 

販売費及び一般管理費 2,389 立替金 8 

受取利息 630 長期貸付金 53,668 

固定資産の購入高 15,176 工事未払金 203,801 

― ― 未払金 18,041 

種類 会社等の名称 所在地 
資本金 

(千円) 
事業の内容 

議決権等の 

所有割合 

関連当事者 

との関係 

関連会社 

株式会社 

スガエンタ

ープライズ 

東京都 

江東区 
27,600 

ゴルフ 

練習場等 
32.2％ 

・同社より担保の提供を受けて

いる 

・同社に駐車場を賃貸している 

取引の内容 
取引金額 

(千円) 
科目 

期末残高 

(千円) 

受取賃貸料 6,428 ― ― 

支払保証金 2,999 ― ― 

担保受入 400,000 ― ― 

会社等の名称 所在地 
資本金 

(百万 VND) 
事業の内容 

議決権等の 

所有割合 

関連当事者 

との関係 

CÔNG TY CỔ 

PHẦN 

LISEMCO 

Vietnam 

Hai Phong 

City 

162,596 
鉄鋼構造 

物製作等 
15.4％ ・鉄鋼構造物製作等の発注 

取引の内容 
取引金額 

(千円) 
科目 

期末残高 

(千円) 

仕入高 186,042 未収入金 1,504 
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V. １株当たり情報に関する注記 

１. １株当たり純資産額                    １，３４０円６１銭 

２. １株当たり当期純利益                      ８３円４９銭 

 

VI.  重要な後発事象 

    該当事項はありません。 

 

VII. 当期純損益金額 

    当期純利益                        ７３８，４６９千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


